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工事等事故報告要領新旧対照表 

改  正 現  行 

工 事 等 事 故 報 告 要 領 

（平成１９年３月２２日建管－２２９６） 

１ 用語の定義 

この要領において使用する用語の定義は、以下のとおりとする。 

(１) 「事故速報」とは、電話・メール等による通報及び事故速報（様式1）による通報をいう。 

(２) 「事故報告」とは、事故報告書（様式2）による報告をいう。 

(３) 「休業」とは、負傷により現実に働くことができなかった実日数をいい、日数の算定には勤務を要しない日

（事業所が定める休日）は含まれない。また、被災した日も休業日数に含めない。 

※ 労災保険法では、昭和40.9.15 基発第14 号通達により被災した当日も休業日数となるが、安全衛生法

上の死傷病報告においては、被災日の翌日からの算定となる。 

(４) 「労働災害」とは、労働者が業務遂行中に業務に起因して受けた業務上の災害のことで、業務上の負傷、疾

病及び死亡をいう。なお、本要領では、通勤災害による負傷、疾病及び死亡は除く。 

 

２ 事故速報・事故報告を要する事故の範囲 

この要領において、報告の対象とする事故は、県が発注する工事及び建設コンサルタント業務等（以下「工事等」

という。）において発生した表－１の何れかに該当する事故とする。 

表－１ 事故速報・事故報告を要する事故 

事故の分類 事故の定義 

(１) 労働災害 

（工事等作業に起因して、工

事等関係者が死傷した事故） 

 工事等作業場内及びその隣接区域（以下「工事等区域」という。）に

おいて、工事等関係作業に起因して、工事等関係者が死亡あるいは負傷・

疾病した事故。または、資機材・工場製品輸送作業（共通仕様書１－１

－１－３７交通安全管理第２項に規定された安全輸送上の計画に記載さ

れた作業（以下「輸送作業」という。））に起因して工事等関係者が、

死亡あるいは負傷・疾病した事故。なお、事故報告の対象は、死亡又は

休業４日以上の負傷・疾病とする。 

※ 工事等作業場：工事等を施工するに当たって作業し、材料を集積し、又は機

械類を置く等工事等のために、固定あるいは移動柵等により周囲から明確に区

分して使用する区域内をいう。 

※ 隣接区域：本来、工事等作業場外での作業は禁じられているが、適切な安全

対策のもとに作業上やむを得ず使用する工事等作業場に接続した区域。 

(２) もらい事故 

（第三者の行為に起因して、

工事等関係者が負傷した事

故） 

 工事等区域において、当該関係者以外の第三者の行為に起因して工事

等関係者が死亡あるいは負傷した事故。なお、事故報告の対象は、死亡

又は休業４日以上の負傷とする。 

(３) 死傷公衆災害 

（工事等作業に起因して、当

該工事等関係者以外の第三者

が死傷した事故） 

 工事等区域における工事等関係作業及び輸送作業に起因して当該工事

等関係者以外の第三者が死傷した事故。なお、事故報告の対象は、死亡

又は休業４日以上の負傷とする。 

工 事 等 事 故 報 告 要 領 

（平成１９年３月２２日建管－２２９６） 

１ 用語の定義 

この要領において使用する用語の定義は、以下のとおりとする。 

(１) 「報告」とは、電話・ＦＡＸ等による通報、事故速報（様式1）による第一報をいう。 

(２) 「事故報告」とは、事故報告書（様式2）による報告をいう。 

(３) 「休業」とは、負傷により現実に働くことができなかった実日数をいい、日数の算定には勤務を要しない日

（事業所が定める休日）は含まれない。また、被災した日も休業日数に含めない。 

※ 労災保険法では、昭和40.9.15 基発第14 号通達により被災した当日も休業日数となるが、安全衛生法

上の死傷病報告においては、被災日の翌日からの算定となる。 

(４) 「労働災害」とは、労働者が業務遂行中に業務に起因して受けた業務上の災害のことで、業務上の負傷、疾

病及び死亡をいう。なお、本要領では、通勤災害による負傷、疾病及び死亡は除く。 

 

２ 報告・事故報告を要する事故の範囲 

この要領において、報告の対象とする事故は、県が発注する工事及び建設コンサルタント業務等（以下「工事等」

という。）において発生した表－１の何れかに該当する事故とする。 

表－１ 報告・事故報告を要する事故 

事故の分類 事故の定義 

(１) 労働災害 

（工事等作業に起因して、工

事等関係者が死傷した事故） 

 工事等作業場内及びその隣接区域（以下「工事等区域」という。）に

おいて、工事等関係作業に起因して、工事等関係者が死亡あるいは負傷・

疾病した事故。または、資機材・工場製品輸送作業（共通仕様書１－１

－４４交通安全管理第２項に規定された安全輸送上の計画に記載された

作業（以下「輸送作業」という。））に起因して工事等関係者が、死亡

あるいは負傷・疾病した事故。なお、事故報告の対象は、死亡又は休業

４日以上の負傷・疾病とする。 

※ 工事等作業場：工事等を施工するに当たって作業し、材料を集積し、又は機

械類を置く等工事等のために、固定あるいは移動柵等により周囲から明確に区

分して使用する区域内をいう。 

※ 隣接区域：本来、工事等作業場外での作業は禁じられているが、適切な安全

対策のもとに作業上やむを得ず使用する工事等作業場に接続した区域。 

(２) もらい事故 

（第三者の行為に起因して、

工事等関係者が負傷した事

故） 

 工事等区域において、当該関係者以外の第三者の行為に起因して工事

等関係者が死亡あるいは負傷した事故。なお、事故報告の対象は、死亡

又は休業４日以上の負傷とする。 

(３) 死傷公衆災害 

（工事等作業に起因して、当

該工事等関係者以外の第三者

が死傷した事故） 

 工事等区域における工事等関係作業及び輸送作業に起因して当該工事

等関係者以外の第三者が死傷した事故。なお、事故報告の対象は、死亡

又は休業４日以上の負傷とする。 
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(４) 物損公衆災害 

（工事等作業に起因して、当

該工事等関係者以外の第三者

の資産に損害が生じた事故） 

 工事等区域における工事等関係作業及び輸送作業に起因して第三者の

資産に損害を与えた事故にあって、第三者の死傷に繋がる可能性の高か

った事故。なお、死傷に繋がる可能性のなかったものを除いて事故報告

の対象とする。 

 

３ 事故速報 

(１) 受注者は、事故等が発生した場合、直ちに電話・メール等により監督員に通報するとともに、別紙様式１の

「事故速報」により、速やかに監督員に報告をしなければならない。 

(２) 監督員は、前号により報告を受けた事故等が死亡事故の場合、直ちに電話・メール等により事業所管課及び

建設部技術管理課に通報しなければならない。 

(３) 監督員は、事故発生後速やかに、別紙様式１の「事故速報」により、事業所管課及び建設部技術管理課に報

告しなければならない。なお、事故速報にて報告後、内容の変更及び追加資料等があった場合は、速やかに第２

号以降として報告しなければならない。 

(４) 事業所管課及び建設部技術管理課は、前号の事故速報を受理した場合、必要に応じて事業所管部長・建設部

長及び知事へ報告するものとする。 

 

４ 事故報告 

(１) 受注者は、発生した事故等が、表－１に規定する「事故報告」を要する事故であると確認した場合、別紙様

式２による「事故報告書」を監督員に速やかに提出しなければならない。 

(２) 監督員は、受注者より提出された事故報告書の記載内容について事実関係を確認し、別紙様式３と併せて事

故報告書を事業所管課長及び建設部技術管理課長あてに報告しなければならない。 

(３) 事業所管課及び建設部技術管理課は、前項の事故報告を受理した場合、必要に応じて事業所管部長・建設部

長及び知事へ報告するものとする。 

 

表－２ 事故の分類と報告様式 

事故の分類 区  分 事故速報 事故報告書 

労働災害 
休業日数４日未満 ○ × 

死亡又は休業日数４日以上 ○ ○ 

もらい事故 
休業日数４日未満 ○ × 

死亡又は休業日数４日以上 ○ ○ 

死傷公衆災害 
休業日数４日未満 ○ × 

死亡又は休業日数４日以上 ○ ○ 

物損公衆災害 
死傷に繋がる可能性のなかったもの ○ × 

その他 ○ ○ 

○：報告必要、×：報告不要 

５ その他関連要領等に規定する報告 

関係機関の長は、発生した事故が「秋田県建設工事入札参加者指名停止基準」（以下「基準」という。）の別表

第１の５号及び７号に掲げる措置要件に該当すると認められる場合には、基準第10の規定に基づき基準様式第５

号により建設部長（建設政策課建設業チーム）あてに速やかに報告しなければならない。 

 

(４) 物損公衆災害 

（工事等作業に起因して、当

該工事等関係者以外の第三者

の資産に損害が生じた事故） 

 工事等区域における工事等関係作業及び輸送作業に起因して第三者の

資産に損害を与えた事故にあって、第三者の死傷に繋がる可能性の高か

った事故。なお、死傷に繋がる可能性のなかったものを除いて事故報告

の対象とする。 

 

３ 事故発生の速報 

(１) 受注者は、事故等が発生した場合、直ちに電話・FAX等により監督員に通報するとともに、別紙様式１の「事

故速報」により、速やかに監督員に報告をしなければならない。 

(２) 監督員は、前号により報告を受けた事故等が死亡事故の場合、直ちに電話・FAX等により事業所管課及び建

設部技術管理課に通報しなければならない。 

(３) 監督員は、事故発生後速やかに、別紙様式１の「事故速報」により、事業所管課及び建設部技術管理課に報

告しなければならない。なお、事故速報にて報告後、内容の変更及び追加資料等があった場合も 速やかに   

      報告しなければならない。（第２号以降として） 

(４) 事業所管課及び建設部技術管理課は、前号の  速報を受理した場合、必要に応じて事業所管部長・建設部

長及び知事へ報告するものとする。 

 

４ 事故報告 

(１) 受注者は、発生した事故等が、表－１に規定する「事故報告」を要する事故であると確認した場合、別紙様

式２による「事故報告書」を監督員に速やかに提出しなければならない。 

(２) 監督員は、受注者より提出された  報告書の記載内容について事実関係を確認し、別紙様式３と併せて事

故報告書を事業所管課長及び建設部技術管理課長あてに報告しなければならない。 

(３) 事業所管課及び建設部技術管理課は、前項の事故報告を受理した場合、必要に応じて事業所管部長・建設部

長及び知事へ報告するものとする。 

 

表－２ 事故の分類と報告様式 

事故の分類 区  分 事故速報 事故報告書 

労働災害 
休業日数４日未満 ○ × 

死亡又は休業日数４日以上 ○ ○ 

もらい事故 
休業日数４日未満 ○ × 

死亡又は休業日数４日以上 ○ ○ 

死傷公衆災害 
休業日数４日未満 ○ × 

死亡又は休業日数４日以上 ○ ○ 

物損公衆災害 
死傷に繋がる可能性のなかったもの ○ × 

その他 ○ ○ 

○：報告を要する、×：報告不要 

５ その他関連要領等に規定する報告について 

関係機関の長は、発生した事故が「秋田県建設工事入札参加者指名停止基準」（以下「基準」という。）の別表 

 １第５号及び第７号に掲げる措置要件に該当すると認められる場合には、基準第10の規定に基づき基準様式

第５号により建設部長（建設政策課建設業班）あてに速やかに報告しなければならない。 
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６ 国土交通省所管補助事業における追加手続き 

監督員および受注者は、国土交通省所管国庫補助事業における事故にあっては、この要領の規定に基づく事故報

告とともに、「建設工事事故データベースシステム」（以下「ＳＡＳシステム」という。）の規定にもとづくイン

ターネット利用による入力・報告を併せて行わなければならない。なお、SASシステムによる報告を行うにあたっ

ての詳細は、建設工事事故データベースシステム（SAS）の運用事項（令和６年６月６日 技管－２２６）及び建

設工事事故データベースシステムのウェブサイト（https://sas.hrr.mlit.go.jp/）による。 

 

 

附 則 

この要領は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則（平成２０年１１月１７日 建管－２０３７ 一部改正） 

この要領は、平成２０年１１月１７日から施行する。 

附 則（平成２７年５月１８日 技管－２０３ 一部改正） 

この要領は、平成２７年５月１８日から施行する。 

附 則（平成２７年１２月１１日 技管－６９５ 一部改正） 

この要領は、平成２７年１２月１１日から施行する。 

附 則（平成２９年３月２９日 技管－９１８ 一部改正） 

この要領は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年３月２２日 技管－６１０ 一部改正） 

この要領は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和６年１０月２８日 技管－５２３ 一部改正） 

この要領は、令和６年１１月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 国土交通省所管補助事業における追加手続きについて 

監督員および受注者は、国土交通省所管国庫補助事業における事故にあっては、この要領の規定に基づく事故報

告とともに、「建設工事事故データベースシステム」（以下「ＳＡＳシステム」という。）の規定にもとづくイン

ターネット利用による入力・報告を併せて行わなければならない。なお、SASシステムによる報告を行うにあたっ

ての詳細は、                                            建

設工事事故データベースシステムのウェブサイト（https://sas.hrr.mlit.go.jp/）による。 

 

   

附 則 

この要領は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則（平成２０年１１月１７日 建管－２０３７ 一部改正） 

この要領は、平成２０年１１月１７日から施行する。 

附 則（平成２７年５月１８日 技管－２０３ 一部改正） 

この要領は、平成２７年５月１８日から施行する。 

附 則（平成２７年１２月１１日 技管－６９５ 一部改正） 

この要領は、平成２７年１２月１１日から施行する。 

附 則（平成２９年３月２９日 技管－９１８ 一部改正） 

この要領は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年３月２２日 技管－６１０ 一部改正） 

この要領は、令和３年４月１日から施行する。 
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様式１ 

事 故 速 報 （第  号） 

○○  年  月  日（ ） 

  

現場発信者 

氏名等 

 

 

発注者報告 

担当者職氏名 

 

 

事故種別 水道・電力・人身・崩壊・陥没・ガス・電々・火災・倒壊・浸水・その他 

１ 工事(業務)名 

(工事(業務)番号) 

 

 
２ 契約金額 

 

３ 受注者 
 

 

 

 

事 故 を 起 こ 

し た 業 者 

 

 

４ 発生日時 ○○  年  月  日（ ）   時   分 

５ 発生場所 
 

 

６ 事故原因 

 

 

 

 

 

７ 被害内容 

 

 

 

 

 

８ 被災者名 

（性別・年齢） 

 

 

９ 処  理 

及び状況 

 

 

 

10 復旧予定 

 

 

11 報道関係等 
有（取材・報道） 

無 

救急車出動 有 無 労働基準監

督署報告 
 有 無 

消防車出動 有 無 

 

様式１ 

事 故 速 報 （第  号） 

○○  年  月  日（ ） 

  

現場発信者 

氏名等 

 

 

発注者報告 

担当者職氏名 

 

 

事故種別 水道・電力・人身・崩壊・陥没・ガス・電々・火災・倒壊・浸水・その他 

１ 工事(業務)名 

(工事(業務)番号) 

 

 
２ 契約金額 

 

３ 受注者 
 

 

 

 

事 故 を 起 こ 

し た 業 者 

 

 

４ 発生日時 ○○  年  月  日（ ）   時   分 

５ 発生場所 
 

 

６ 事故原因 

 

 

 

 

 

７ 被害内容 

 

 

 

 

 

８ 被災者名 

（性別・年齢） 

 

 

９ 処  理 

及び状況 

 

 

 

10 復旧予定 

 

 

11 報道関係等 
有（取材・報道） 

無 

救急車出動 有 無 労働基準監

督署報告 
 有 無 

消防車出動 有 無 

 

（下請負届の有無）有・無 （下請負届の有無）有・無 
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様式２ 

事 故 報 告 書 

○○  年  月  日（ ） 

 契約担当者あて 

受注者等名          

 

契約担当者名 
 

 
監督員等名 

 

 

工事名・工事番号 

(業務名・業務番号) 
 

受注者名  契約金額  

受注者住所 
 

 
契約年月日・工期 

 

 

工事場所  事故発生日時  

事故業者名  事故発生場所 
 

 

事故業者住所  下請負届の有無 無   有 

事故の分類 労働災害   もらい事故  死傷公衆災害  物損公衆災害 

被災者氏名 

・性別・年齢 

 

 
被災者住所 

 

 

 事故詳細 

 

 

 

 事故原因 

人的原因  物的要因  管理的原因  その他 

 

 

 

 被災状況 

 

 

 

 特記事項 
 

 

 添付資料（添付するものにチェックを入れる） 

 （1） 所轄労働基準監督署へ提出した労働者死傷病報告の写し 

 （2） 医師の診断書等の写し、出勤簿等の写し 

様式２ 

事 故 報 告 書 

○○  年  月  日（ ） 

 契約担当者あて 

受注者等名          

 

契約担当者名 
 

 
監督員等名 

 

 

工事名・工事番号 

(業務名・業務番号) 
 

受注者名  契約金額  

受注者住所 
 

 
契約年月日・工期 

 

 

工事場所  事故発生日時  

事故業者名  事故発生場所 
 

 

事故業者住所  下請負届の有無 無   有 

事故の分類 労働災害   もらい事故  死傷公衆災害  物損公衆災害 

被災者氏名 

・性別・年齢 

 

 
被災者住所 

 

 

 事故詳細 

 

 

 

 事故原因 

人的原因  物的要因  管理的原因  その他 

 

 

 

 被災状況 

 

 

 

 特記事項 
 

 

 添付資料（添付するものにチェックを入れる） 

 （1） 所轄労働基準監督署へ提出した労働者死傷病報告の写し 

 （2） 医師の診断書等の写し、出勤簿等の写し 
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 （3） 事故現場の位置図、図面、写真、状況説明資料等 

 （4） 安全管理体制図 

 （5） 所轄労働基準監督署からの指導票、是正勧告書、使用停止命令書等の写し（文書指導を受けた場合） 

（6） 事故防止に関する誓約書及び事故防止対策書の写し 

   注：労働安全衛生規則などの関係諸法令上、当該工事の事故防止対策に問題がなかったと判断される場合には、

（6）の添付資料は省略可とする。 

 

 

様式３ 

文書記号及び文書番号   

○○  年  月  日   

事業所管部課長 

建設部技術管理課長 様 

契 約 担 当 者   

 

 

工事等事故報告について（報告） 

 

 

○○ 年 月 日発生した事故について、工事等事故報告要領の規定により、関係書類を添えて 

報告します。 

 

 

１ 工事名・工事番号   

２ 工 事 場 所   

３ 受 注 者 名   

４ 契 約 情 報  

 

 低入札調査対象     低入札調査実施後落札 

 総合評価落札方式対象 

 ＳＡＳシステム登録対象 

該当箇所にチェックマーク  

 

担 当 ○○地域振興局○○部○○課 

    ○○チーム ○○○○○○ 

電 話            

 

 

 （3） 事故現場の位置図、図面、写真、状況説明資料等 

 （4） 安全管理体制図 

 （5） 所轄労働基準監督署からの指導票、是正勧告書、使用停止命令書等の写し（文書指導を受けた場合） 

（6） 事故防止に関する誓約書及び事故防止対策書の写し 

   注：労働安全衛生規則などの関係諸法令上、当該工事の事故防止対策に問題がなかったと判断される場合には、

（6）の添付資料は省略可とする。 

 

 

様式３ 

文書記号及び文書番号   

○○  年  月  日   

事業所管部課長 

建設部技術管理課長 様 

契 約 担 当 者   

 

 

工事等事故報告について（報告） 

 

 

○○ 年 月 日発生した事故について、工事等事故報告要領の規定により、関係書類を添えて 

報告します。 

 

 

１ 工事名・工事番号   

２ 工 事 場 所   

３ 受 注 者 名   

４ 契 約 情 報  

 

 低入札調査対象     低入札調査実施後落札 

 総合評価落札方式対象 

 ＳＡＳシステム登録対象 

該当箇所にチェックマーク  

 

担 当 ○○地域振興局○○部    

    ○○班 ○○○○○○ 

電 話            
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